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問合せ先 
財団法人 関西社会経済研究所 
       長尾、呉、島 

TEL ０６－６４４１－０５５０ 
 
                              平成２１年(2009)１２月１日 
 
       子ども手当等に関する調査研究結果の発表について 
     
◎財団法人関西社会経済研究所（所在地：大阪市北区中之島６－２－２７）では抜本的税制改革研究

会（主査：関西大学経済学部教授 橋本恭之氏）を中心に子ども手当などの新政策の影響や子ど

も手当が生涯所得に与える影響に関する調査研究を実施しましたので、成果を発表いたします。 
 
１．アンケートによる子ども手当や定額給付金などの経済へのインパクト推計 
（１）各論 
子ども手当の賛否 
・「賛成」及び「どちらかといえば賛成」が 53.4％で、国民の高い期待が伺える。 
（アンケート結果３ページ参照） 
－前回調査（2009 年 8 月）に比べて、7.5％ポイントの増加（45.9％→53.4％）で、国民の期待は高

まっている。 
 
○子ども手当の経済効果 
・追加的消費の消費性向は平均 12.6％程度であり、 通常の消費性向の約７０％に比べると、経済効

果は限定的と考えられる。（同上４ページ参照） 
 
○子ども手当の使途 
・子ども手当の使途は、「将来に備えた貯蓄」が最多となった。（同上５ページ参照） 
これは支給の時期が適切でないため、実際の資金需要期への備えとするものと考えられる。 
或いは貯蓄比率が高いのは資金需要を上回る手当てとなっている可能性が考えられる。 
 

・年収別にみた子ども手当の使途は、高所得層は教育向けの割合が高いのに対し、低所得はレジャー

向けの割合が高く、支給の手段が適切でないと考えられる。（同上６ページ参照） 
－教育格差の拡大、そして階層の固定化も懸念され、教育クーポン等の検討も必要と考えられる。 
 
○子ども手当と出生率 



・合計特殊出生率に与える効果は＋0.038 程度（参考：Ｈ⑳1.37）である。（同上７ページ参照） 
 今回の子ども手当を少子化対策の一環ととらえる考え方があるので出生率上昇効果を推計したが、 
 効果は限定的であり、少子化対策としては有効な施策とはいいがたいと考えられる。 
 
 
（２）今後への示唆 

・子ども手当は国民の支持を得ている政策と考えられる。 
・しかし、効率的な施策とするために、支給金額、支給対象時期、支給方法の３つの観点から 
 吟味を行うことが、国民経済的に求められているのではないか。 
 

２．子ども手当が生涯所得に与える影響 
 ・これから子育てを行う場合、全ての階層で生涯手取り所得は増加する。 
  ＊子ども手当による増収と配偶者控除及び扶養控除の廃止による増税を考慮。 
 ・子どもがいない大卒・大企業の既婚世帯の場合、生涯手取り所得は２７０万円減少。 
 ・現時点で４２～４７歳に達している世帯では生涯手取り所得がマイナスになる。 

以  上 
（参考） 
＜抜本的税制改革研究会メンバー＞ 
  主査：橋本恭之 関西大学経済学部教授 
  委員：日高政浩 大阪学院大学経済学部教授 
     （関西社会経済研究所）入江啓彰、呉善充、武者加苗 
     （大阪大学医学系研究科特任研究員）真鍋雅史 
 
  



子ども手当等に関する全国1,000
世帯アンケート調査結果

（財）関西社会経済研究所

H２１年１２月１日



１０００世帯調査のサンプル設定

国勢調査（2005年）による世帯主構成比

一人世帯 二人以上世帯 一人世帯 二人以上世帯

２０代 0.5% 4.0% 0.6% 0.1% 5.2%
３０代 0.8% 16.2% 1.5% 0.4% 18.9%
４０代 1.1% 17.4% 1.9% 0.8% 21.3%
５０代 1.6% 23.9% 3.0% 0.7% 29.3%
６０代 0.9% 22.0% 2.1% 0.2% 25.3%
合計 5.0% 83.6% 9.1% 2.3% 100.0%

世帯主1,000人の内訳

一人世帯 二人以上世帯 一人世帯 二人以上世帯

２０代 5 40 6 1 52
３０代 8 162 15 4 189
４０代 11 174 19 8 213
５０代 16 239 30 7 293
６０代 9 220 21 2 253
合計 50 836 91 23 1,000

男 女
合計

男 女
合計

1

２００５年国勢調査の世帯主分布を基本にサンプルを設定。但し、７０代以上
はサンプルから除外している。



【参考】過去に実施したアンケートとの比較

調査名 子ども手当等に関する
調査

追加経済対策に関する
調査

各党のマニフェストに関
する調査

アンケート形式 ウェブアンケート（楽天リ
サーチ）

ウェブアンケート（楽天リ
サーチ）

ウェブアンケート（楽天リ
サーチ）

アンケート実施
期間

2009年11月7日～8日 2008年11月7日～8日 2009年8月8日～9日

実施規模 全国1,000人
（世帯主抽出事前調査
実施）

全国1,000人
（世帯主限定ではない）

全国1,000人
（世帯主限定ではない）

サンプリング 層化抽出法 無作為抽出 層化抽出法

関連項目 ・定額給付金が支給され
た場合の使途について

・高速道路の原則無料化
についての賛否

・子ども手当支給につい
ての賛否
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子ども手当の賛否
子ども手当の賛否について前回調査（2009年8月）との比較

(%)
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「賛成」及び「どちらかといえば賛成」が前回の４５．９から５３．４％に増加



(%)

Q7.「子ども手当」追加的消費分析（15歳以下の子供がいる世帯）

n=286
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追加的消費の消費性向は平均１２．６％であり、貯蓄比率が高い。



(人)

n=267
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Q8.「子ども手当」使途（15歳以下の子供がいる世帯）（Q7.「手取り増額分以上を消費する」世帯を除く）

＊複数回答可で回答していただきました

（回答数 399）

貯蓄の比率が高い。支給が必要な時期の支援になってない。
例えば、大学生を持つ世帯へのサポートなどが考えられる。



Q21.個人年収×Q8.「子ども手当」使途

n=286

n=21

n=118

n=119

n=28
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高収入層では教育投資への比率が高く、低収入層では家族の旅行レジャー等の回答
が他の層に比べ高い。結果として、教育投資の格差拡大、階層の固定化が懸念され
る。⇒教育クーポンの検討が必要



Q9.Q10.「子ども手当」が実施された場合の子供計画

n=286

7

１５歳以下の子どもがいる世帯の１１．５％、いない世帯で２．４％が子どもを増やすと
回答。この回答内容が実現すれば合計特殊出生率は０．０４程度上昇することにな
る。



１８歳以下の子供の有無×Q13-2.「高校無償化」賛否
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子どもがいる回答者の賛成は７８％、子どもがいない回答者では５３％。



Q11.「高校無償化」による消費比率（「高校生の子供がいないので関係ない」と回答した世帯を除く）

n=189
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追加的支出を行うと回答した方の合計は１７．５％。この消費性向は１３．２％。



(人)

n=172
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Q12.「高校無償化」による使途（「高校生の子供がいないので関係ない」と回答した世帯を除く）
（Q11.「余裕資金以上を消費する」世帯を除く）

（回答数 254）

子ども手当に比べると比率は低いものの、貯蓄が最も多い。大学進学等への
備えがあると考えられる。
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n=1000

④高速道路の原則無償化
高速道路の原則無償化の賛否について前回調査との比較

(%)

11

前回調査に比べ反対及びどちらかと言えば反対が増えて５９％。



反対（「どちらかと言えば反
対」含む）

⑤その他の政策
Q13.各政策に対する賛否

n=1000

賛成（「どちらかと言えば賛成」
含む）

どちらとも言えない

・わからない
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n=1000

Q14.民主党マニフェストに掲げた政策の実行について

13

「実行は当然だが２～３年で修正が必要」が５４．５％と最も多い。



Q21.個人年収×Q20-10.「消費税率の引き上げ」賛否

n=1000

n=222

n=388

n=330

n=60

14

低所得層での消費税アレルギーが強い。税率引き上げ等に際して
の逆進性緩和策が必要。



Q5.定額給付金の消費比率

(%)

n=1000
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回答者の３７．７％が追加的消費を行ったと回答。



①定額給付金
定額給付金の消費比率について前回調査との比較

(%)
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買う予定のなかったものに利用が前回の２０％から３７．７％に増加



Q21.個人年収×Q5.定額給付金の消費比率

n=1000

n=222

n=388

n=330

n=60

17

年収１２５０万円以上の世帯で「受給した金額以上を消費」との回答が４１．７％と高い。



(人)

n=654
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Q6.定額給付金の使途

（Q5.「受給した金額以上を消費した」「すべて貯蓄あるいは借金返済に回した」「まだ受け取っていない」「わからない」と
回答した世帯を除く）

（回答数 772）

使い途としては生活費や旅行・レジャーが多い。
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